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一般社団法人埼玉県セルプセンター協議会 

２０２０年度事業計画 

はじめに 

2019 年 10 月、台風 19 号が記録的雨量をともなって関東全域から東北地方まで上陸し、会員事業所も

被害を受けました。障害のある人達やその家族を含め、本当にたくさんの人が一夜にして当たり前の暮

らしを失いました。 

そして今この時も、新型コロナウィルスの感染拡大で、なにもかも初めての経験を私たちはしていま

す。友人と会って食事を共にする、集まって会議をする、一緒に作業する、送迎車の中で楽しくおしゃ

べりする、そんな当たり前と思ってきた事が、どれだけ大切な事だったかを思い知らされています。 

あらためて自然災害や感染症蔓延の影響は、障害のある人の暮らしに強烈に影響を与えることを痛感

しています。水害でいえば、様々な事情でハザードマップで危険とされる地域に障害のある人の暮らし

の場を構えざるを得なかった歴史的背景があり、新型コロナの事がある前から、障害を理由に医療を自

由に充分に受けることができない状況がありました。保健所の統合がすすみ、人口に対する医師の数が

全国最下位の埼玉県で、重複障害のある人、治療行為を受け入れることが困難な人に感染が及んだら一

体どうなっていくのか。今回の経験から、今後行政機関と積極的に協議していかなければならないこと

が浮き彫りになりました。 

 

会員事業所のみなさんは、ウイルスとの戦いに加え、地域社会の中で障害のある人のくらす場、はた

らく場が失われないよう、最善を尽くしておられるかと思います。感染症蔓延を防ぐための努力ととも

に、仕事や工賃の確保、グループホームや入所施設を含めた暮らしの場の維持…。障害のある方の健康

と安全の確保、職員の健康と安全の確保、それぞれが時として相反してしまう事があるかもしれません。

何かを決断して実行してもまたすぐに状況は変わり…いつまで続くのか、続けていけるのか、混とんと

した中に、どうやって希望を見出したらよいのか。そんな中、埼玉セルプは総会を迎えます。顔を合わ

せての実施は現段階では困難と判断し、初めての書面決議で行いたいと思います。 

 

大きな災害に見舞われた時にこそ、人は人との絆を確認してきたように思いますが、ウイルス感染の

恐怖は人と人との接触を阻み、関係性を変えるような力を持っていることを知りました。感染の恐怖は

誰かに向かい、社会の中で排除が起こる怖さを感じます。私たちは、障害のある方をはじめ、誰も排除

されない社会にむけて、こんな時だからこそ力を尽くさなければならないと強く思います。例年通りの

事業活動は困難かもしれませんが、柔軟に、変化を恐れず、障害のある人が暮らすこと、働くことがあ

たりまえに続いていくような事業を、障害のある人の働く暮らすを支える事業所がよりよい活動を続け

ていけることを願って、展開していきます。埼玉セルプのつながりが、混とんとした中にある私たちの、

励まし合いの輪になっていけたらと心から願っています。 
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＜重点課題＞ 

１．障害のある人の権利を守る活動の展開 

 埼玉県からの支援を受け実施する大宮駅や浦和駅での販売会や鐘塚公園でのセルプまつりは、障害

のある人への正しい理解を促進し、工賃向上に資する、埼玉セルプ協らしい権利擁護の取り組みです。

セルプまつりはあえ無く中止となりますが、活動意義を会員事業所と連携し、情勢を鑑みながら実施

を模索します。 
    

２．各部会の活動を大切にした事業の推進 

会員事業所の皆さんの各部会への積極的参加をお願いし、部会長を中心に各部会の取組を進めてい

きます。情報交換、情報共有をしながら、各事業所の活動の充実に資する活動を進めます。各会員事

業所の主体的な参加のもと、役員・事務局員と力を合わせ、事業を推進します。部会の持ち方は ウ

ェブ会議での開催等も積極的に進めます。 
 

３．施設間の連携や経験交流、障害者団体・行政・関係機関・企業等との連携 

 会員事業所間の実践や経験の交流などを進め、障害者支援の質の向上に資する活動を進めます。合

わせて、埼玉障害フォーラム（SDF）の活動に参画し、埼玉県のさまざまな障害者団体と連携し、障害

者施策の向上のための活動に参画していきます。 

 埼玉県内の障害者施設の事業の充実のために、埼玉県、社会福祉協議会など、県内の行政機関や障

害関係機関、団体、企業との連携を強化していきます。 

 全国社会就労センター協議会、日本セルプセンター、関東社会就労センター協議会等の活動にも参

画し、連携していきます。 

 

（１）会  議 

    １）総会  ※新型コロナウイルス感染防止のため書面表決による開催 

２）監査  ２０２０年４月２８日（火）  会場：やどかり情報館 

３）理事会 （２ヶ月に１回程度開催） 

４）正副会長会議・部会長会議（適宜開催） 

          各委員会での取り組み内容を共有し、連携を図るために開催する。 

５）各専門部会 

          今年度は、「総務・政策部会」、「研修部会」、「広報部会」、「販売促進部会」、 

「共同受注部会」の４部会で活動を行う。 

 

（２）総務・政策部会 

  協議会の安定的な運営のため、職員や実施事業の日常的な管理と財政基盤を確保するための

事業の検討実施を行う。 

１）法人会則・規程の策定 

２）財政基盤安定への取り組み 

   ①企業との連携・協力 
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 ◆日本ハム（会員事業所への贈答品斡旋） 

           ◆ジャパンビバレッジ・ネオス・伊藤園・（セルプ自販機） 

   ②会員（正会員・賛助会員）増に向けた取り組み 

３）法人が雇用する職員の労務管理 

４）法人会計の会計処理の管理 

５）埼玉県への要望書提出 

６）その他、障害者就労支援および工賃向上等に必要な事業を行う 

 

（３）販売促進部会 

１）共同販売会の企画・運営 

多くの来場者を見込める場所での商品の展示・販売会を通じて、障害者就労施設の活動や商

品を広く県民に PR し、理解と販路拡大をめざす。また、販売の機会を増やすことにより事業所

の意欲が増し、相互が協力・連携をすることで、地域での横のつながりができ、自発的な販売

会の開催や商品の改善へ向けた意識改革へとつなげる。 

＊販売の調整等に発生する事務局経費は、法人の規程に則り手数料を設定して販売の募集を 

行い、当日又は後日参加事業所より徴収する。 

＜販売イベント予定＞ 

   ※４月末時点での予定であり、新型コロナウイルス感染状況により中止となる可能性あり 

７月２日（金）３日（土） セルプバザール in 浦和駅（埼玉県補助金事業） 

９月中旬 埼玉県社協オータムフェスタ 

１１月中旬 埼玉りそな銀行社内販売① 

１２月１５（火）～１７日（木） セルプバザール in 大宮駅（埼玉県補助金事業） 

２月上旬 埼玉りそな銀行社内販売② 

３月上旬 埼玉縣信用金庫社内販売 

＊上記以外の地域から情報提供のあった販売については、埼玉セルプから近隣事業所に紹介を行い、 

事業所自らが販売の調整等をして販売を行う。必要であれば助言等をする。（手数料徴収なし） 

＊上記以外の地域から情報提供のあった販売について、ある程度の売り上げが見込まれる場合は、 

部会判断により埼玉セルプで行う販売会に加える。 

２）研修会の企画・開催 

  日々の販売等の機会を通じて会員事業所の要望等を聞き、必要に応じて販売促進に関する研修

会を企画・開催する。研修の内容は、販売促進部会が立案し、理事会等の承認を経て決定する。 
 

（４）研修部会 

働く障害者への支援を充実させるため、施設で働く職員の質の向上につながる研修会の実施、

その他必要な調査・研究を行う。 

例年２～３回研修会を実施してきたが、今年度は新型コロナウイルス感染状況を鑑みながら 

年度後期に１回実施することを目指す。 
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（５）広報部会 

働く障害者への支援を充実させるため、情報発信を行う。 

１）ホームページの管理 

各部会と連携し、情報収集を行い、必要な情報を加盟事業所、県内事業所、県内の 

市町村等に適宜、迅速に情報発信していく。 

  ２）広報誌の発行（７月・１１月・３月） 

 

（６）共同受注部会 

１）共同受注の普及啓発および促進に関する活動 

・各地での実践などを中心に先進的な取り組みの情報収集と発信を行う。 

・共同受注を進めていく上で課題となっていること事柄については、その解決に向けて検討し、 

さらに共同受注の輪が広がっていくことを目指す。 

 

２）福祉の店パレットの運営 

・売上増のための活動をする。店舗内のレイアウト変更など買いやすさを向上させる。 

・店舗前スペースを活用した会員施設による直接販売を拡充させ、商品のバリエーションが 

増えるように取り組む。 

・すこやかプラザでの研修などの機会を活用した販売活動ができないかを検討する。 

・イベント販売に合わせてセルプやパレットの紹介をするチラシ等を配布する。 

・POSレジ導入による売上げや在庫の管理を効率的におこない、売上げ増につなげていく。 

・パレット取扱商品の WEBカタログ作成に取り組む。   

・販売員用のエプロンを作成する。 

・防犯上の観点からもカーテンの修理や入れ替えを行う。 

  

３）物品販売や作業斡旋 

・前年同様積極的取り組み、単独事業所で担えない業務等については共同受注の調整等を行う。 

・共同受注をしている事業所間の意見交換など必要に応じて行い、より良い仕事となるように 

働きかける。 

 

４）情報共有と広報活動 

・共同受注部会の活動等をホームページや Facebook・Instagramなどを通じて発信をする。 

・情報を簡便に効果的にできる方法についても検討し実施する。 

 

（６）全国社会就労センター協議会との連携 

１）協議員総会への出席 

      ２）全国大会・研修会への参加 

３）全国社会就労センター協議会および日本セルプセンターへの加入促進 
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（７）関東社会就労センター協議会との連携 

１）関東社会就労センター協議会協議員会、各委員会への出席 

２）研究大会、各種会議への参加 

①関東社会就労センター協議会研究大会 in 茨城 

２０２０年１０月１日（木）～２日（金） 

 

 

（８）他団体との連携 

埼玉県内のさまざまな規模、歴史をもった事業所間の実践や経験の交流などを進め、 

障害者支援の質の向上に資する活動を進める。 
 

１） 社会福祉施設連絡会への参加 

２） 埼玉県の精神保健福祉を考える会への参加 

３） 埼玉県社会福祉協議会評議員会への出席 

４） 埼玉県社会福祉法人社会貢献活動推進協議会運営委員会への参加 

５） 埼玉障害フォーラム代表者会議、幹事会、事務局会議、各種企画への参加 

６）「埼玉の障害者雇用を進める」関係機関連携会議への参加 

   ７） 埼玉県災害福祉支援ネットワーク会議への参加 

 


